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所管省庁名　経済産業省

（単位：百万円）

【一般会計等】

24,003 52,841
（16．7．1設立） (6,808） (28,838)

(39.6%) (120.1%)

24,858
＊1　　　（▲1,385） ＊2　　　　　（856）

（▲5.5%） (3.6%)

１．運営費交付金
23,012
(724)
(3.3%)

（増額理由）
　

　 ２．補助金
　 <施設整備費補助金>

1,500
(108)
(7.8%) （増額理由）

<産炭地域経過事業費補助金>
27,983

(27,983)
(新規)

（増額理由）

　大学等における最先端の技術シーズを活用し、戦略的に新産業を創出するために先導的な役
割を果たす施設の整備を、中期目標・計画に基づき進めているところ。連携する大学等のシー
ズを最大限活用するために必要な仕様は施設により異なり、個別事業を厳に精査した結果、バ
イオ系実験等に対応した施設が必要となり増額。

＊1　平成１６年度は
独法後の９ヵ月分の
ため、独法前３ヵ月間
の補助金を加えた予
算額で比較。

＊2　特殊要因として
平成１８年度に限り補
助する産炭地域経過
事業費補助金を除い

　中期目標・計画に基づき、「管理部門▲３％、事業部門▲１％」の経費削減を最低限の前提として既
存業務の徹底した見直しを実施。平成１８年度概算要求に当たっては、経済社会情勢の変化から必要
性の低下した３事業を廃止及び７事業の予算縮小を図り、平成１７年度の既存事業について▲3,276百
万円の予算削減を実現。
　他方、本年６月に「新産業創造戦略２００５」を取りまとめたところ、我が国製造業の強みの源泉とし
て、ものづくりの基盤技術を担う中小企業の重要性を指摘。今後とも我が国製造業が国際競争力を維
持し、また、新産業を創出するためには、かかる中小企業の基盤技術を一層高度化、強化していくこと
が必要不可欠。このため、鋳造、鍛造、メッキ等の技術について、市場ニーズを踏まえた技術開発を支
援する予算措置を新規事業（戦略基盤技術高度化支援事業（4,000百万円））として要求。

　独立行政法人中小企業基盤整備機構が行う中小企業支援担当者等の養成・研修事業、中小企
業の創業・新事業展開を支援する情報提供や事業助成、経営基盤強化のための人材育成支援や
情報提供事業等及び共済事業の運営等に必要な経費を交付。

　新産業創出の担い手となる大学発ベンチャー等の立ち上がり期における支援を効果的に行う
ため、大学等と連携した起業家育成施設の整備に必要な経費の一部を補助。

　平成１３年度をもって完了した産炭地域振興対策について、その経過業務(産炭地域に造成
された工業団地の管理・分譲、工業用水道の運営、産炭地域進出企業への既融資債権の管理な
ど)を、中小機構が平成１６年７月の設立時から引き継いで行っているもの。石特会計法の規
定により、同会計の石炭勘定の最終年度である平成１８年度に限り、これらの産炭地域経過事
業に必要な経費(独法化に伴う工業団地資産の時価評価に伴う評価損への対応、工業用水道の
修理費など)に係る中小機構への補助金を石炭勘定から歳出することとされている。

　産炭地域経過事業の財務を健全化するとの観点から、法律に基づき１８年度に限り要求を行
うもの。

独立行政法人中小企業基
盤整備機構

平成１８年度予算要求・要望の主な事項等

法人名
平成17年度
当初予算額

（増減）

平成18年度
要求・要望額

（増減） 内訳 平成１８年度要求・要望の主な事項

様式1



（単位：百万円）

【事業規模】

1,348,441 ＊2　　　　　　　　－ 【主な事業】
（252,487）

 （23.0％） （１）創業・新事業展開の促進

＊1　　（▲112,831）
（▲7.7%）

（２）経営基盤の強化
　　質の高い経営・効率的な経営に向けた中小企業の努力を着実にきめ細かくサポート。

（３）経営環境変化への対応

　　　①中小企業再生ファンド、②小規模企業共済事業、③中小企業倒産防止事業

（４）産業用地の提供

　　　①産業用地の管理・譲渡（平成２５年度までの経過業務）

【財政投融資規模】 <産業投資特別会計出資金>
2,300 2,400

(0) (100)
(0.0%) (4.3%)

（増額理由）

＊1　平成１６年度の事業規
模は独法後の９ヵ月分のた
め、平年度化ベースで比
較。

＊2　事業規模は交付金等
の国からの予算及び自己
資金による事業からなる
が、自己資金事業について
は当該年度の実績見込み
を踏まえて年度末に次年度
計画を策定するため、現時
点では平成１８年度の事業
規模は未定。

　新事業の創出又は展開を図る企業等を、戦略的に事業化段階に導くために先導的な役割を果
たす施設の整備を、中期目標・計画に基づき進めているところ。企業等のシーズを事業化に堪
えうる製品とするために必要な仕様について精査した結果、附加設備の多いバイオ系実験等に
対応した高機能な施設を整備するための増額。

　新事業展開を図る企業等の事業化段階における支援を効果的に行うため、新事業創出型施設
の整備に必要な経費を出資。

内訳 平成１８年度要求・要望の主な事項

　　　会社の設立や新規事業の立ち上げなど、中小企業が取り組む前向きな「挑戦」を必要
　　　な専門知識や情報提供、資金面での助成等を通じて全面的にバックップ。
　　　　①専門家の派遣、②事業化の助成、③インキュベーション施設によるサポート、④
　　　　ファンド出資、⑤ビジネスマッチング

平成17年度
当初予算額

（増減）
法人名

平成18年度
要求・要望額

（増減）

　　　　①中小企業大学校、②セミナー・アドバイスなどの情報提供サポート、③高度化事
　　　　業、④中心市街地・地域産業の活性化支援

　　　不運にも厳しい経済情勢に見舞われた事業者の再起支援や万一の事態に備えたセーフ
　　　ティネットの提供等を通じた事業環境の整備。

　　　コスト競争力、研究開発力、販売・営業力強化のための新規立地・増設を進める事業
　　　者に対するサポート。

様式1



様式２

法人の人件費について

人件費総額 ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数 現状の分析と今後の在り方

〔百万円〕
１ 事務・技術職員 【現状の分析】

年度 人件費 運営費交付金 事業総額
中小機構全体のラスパイレス指数は１３１．５％となっているが、これは、

H15 － － － H15 － 当機構職員は本部（東京）採用であることや大卒者の割合が高いことが全体の
指数を押し上げている側面が強い。

H16 ７,６４２ １５,１７８ 1,095,954 H16 131.5
当機構の指数が高くなっている具体的な要因は以下のとおりである。

H17 ９,９８４ ２２,２８８ 1,348,441 （１）中小機構は、職員の採用はすべて本部において行い、地方勤務をさせる
２ 研究職員 場合においても、東京である程度経験を積ませてから地方勤務を命じるこ

H18 － ２３,０１２ － ととしている。このため、もともと東京勤務者の比率が高く、各地で満遍
なく採用される国家公務員と対比したラスパイレス指数が高くなってい

H15 － る。昨年の独法化以降は、中小企業に密着した支援活動を実施するため、
注1）１６年度７月独立行政法人設立のため、それ以降 全職員の半数を地方に配置することとした。しかし、国の制度にならい、

を計上 H16 － 特別都市手当が高い地域から低い地域へ移動した場合には、２年間移動前
・１６年度は （７月～３月）の予算額 の手当（１年目１００％、２年目８０％）を支給しているため、地方勤務、
・１７年度は予算額 者の比率を増加させたことが未だ指数に反映されない状況となっている。
・１８年度は概算要求額

（２）国家公務員と中小機構の学歴別構成
注2 「人件費」に計上した額は、運営費交付金と自己 下記のとおり、大学卒の構成を比較すると国が４４．７％に対し当機構は）

財源での額の合計 ８０．６％となっており、大学卒の比率が国と比べて高いことが全体のラ
スパイレス指数を上げる結果となっている。

注3 「事業総額」に計上した額は、機構全体の支出 大学卒 短大卒 高校卒 中学卒）
予算額

国 行政(一） ４４.７％ １２.６％ ４２.６％ ０.１％

機構事務・技術 ８０.６％ １０.１％ ９.３％ －

注：国については、平成１６年度国家公務員給与等実態調査より記載する。



様式２

法人の人件費について

人件費総額 ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数 現状の分析と今後の在り方

【今後の在り方】

（１）中小機構職員の給与については、国家公務員の給与水準についての人事
院勧告や国家公務員の給与構造の見直しの議論を踏まえて、その見直しを
行う方向で中小機構が検討を行っている。

ただし、中小機構が労働基準法等の労働法規の適用を受けるため、給与
引き下げに当たっては、労使間の十分な調整を行うなどこれらの労働法規
に従う必要がある。

（２）また、業務の効率的な実施という観点からは、総人件費の抑制が重要と
考えられるところ、当機構では、中期計画（平成１６年７月～平成２１年
３月）の期間内（４年９ヶ月）に職員を８８４名から７８５名に約１００
人を削減すること（約１１％の削減率）としている。このため、今年度及
び来年度の新規採用者は、職員数との対比で大幅に絞り込んでいるところ
である。



様式３
外 部 委 託 へ の 取 組 状 況

外部委託 外部委託を行って 現状の分析と今後の在り方
いる主な業務内容

〔百万円〕
【現状の分析】

年度 外部委託(総額) ■工事の設計・施工等 （１）業務遂行に当たっては、業務の効率化による経費削減、機構に
競争入札 随意契約 ■バックオフィス業務等（電 おける民間的手法の蓄積に資することから、積極的に外部委託を

話対応、受配等） 活用することを基本としている。かかる基本的考え方に基づき、
、 、 、H15 － － － ■資料作成・印刷、調査 具体的には 工事の設計・施工 バックオフィス業務等に関して

■コンサルティング これまでも外部委託を実施。
16 ５，４０７ ３，５１５ １，８９２ ■広報・イベント開催支援 （２）なお、外部委託に当たっては競争入札を基本とするものの、効H

■施設の維持管理 率的かつ効果的な業務実施の観点を踏まえ、機構の業務内容等に
17 － － － ■情報システムの開発・保守 相当の知見を要する業務や委託先の能力等により成果が変わりうH

等 る業務など、単純な価格競争に馴染まない業務に関して随意契約
18 － － － を実施。H

（３）ただし、会計規定において随意契約を行いうる要件を限定的に
※平成１６年度は中小機構発足後（７月～３月）の 定め、また、随意契約の場合であっても可能な限り企画競争を実
９ヶ月間の実績値。 施することとしている。

※計算証明規則に基づき、会計検査院への提出資料
の一部として指定されている「契約一覧表」に基
づき、人材派遣、請負及び委託契約を集計。同表 【今後の在り方】
は １件100万円を超える契約 資金の貸付 出資 （１）中期目標において「経理・人事などの管理業務については、専、 （ 、 、
債務保証及び共済に係る契約を除く）についての 門性を有する外部機関の活用等アウトソーシングを進め、業務の

」 、み作成するもの。 効率化及び体制の合理化を図る と規定されていることを踏まえ
給与計算事務作業についてＨ１７年７月からアウトソーシングを
行ったほか、福利厚生、旅費事務、企業共済制度の運営、中小企
業大学校の運営、インターネットを利用した情報提供等について
アウトソーシングを拡充するための検討を進めているところ。

（２）毎年、各事業の業績評価を行う中で、競争入札の拡大を含め、
より効果的かつ効率的な外部委託のあり方についても不断の検証
を行うこととしている。



中小企業基盤整備機構の概要

１．中小機構の沿革

○平成１６年７月に中小企業総合事業団、地域振興整備公団、産業基盤整備基金

の３法人を整理・統合して設立。

２．中小機構の組織

①役員構成

理事長：鈴木孝男 副理事長：村本孜 理事：８名 監事：３名

②職員

８５３名（平成１７年４月１日現在）

③所在

機構本部を東京に置くほか、全国９支部を設置し、現場重視の業務を展開。

３．中小機構の主な事業概要

（１）創業・新事業展開の促進

○会社の設立や新規事業の立ち上げなど、中小企業が取り組む前向きな「挑

戦」を必要な専門知識や情報提供、資金面での助成等を通じて全面的にバ

ックップ。

①専門家の派遣

・法務、財務、マーケティングなどの専門知識を有する専門家を派遣。

②事業化の助成

・事業化に必要な資金やリスクを伴う技術開発への支援を実施。

③インキュベーション施設によるサポート

・起業家等に対して、ハード面とソフト面の支援を提供。

④ファンド出資

・民間事業者との協調出資によりファンドを組成し、ベンチャー企業等への

資金面での支援を展開。

⑤ビジネスマッチング

、 。・ビジネスマッチングの機会を提供し 事業の発展や販路開拓等を側面支援



（２）経営基盤の強化

○質の高い経営・効率的な経営に向けた中小企業の努力を着実にきめ細かく

サポート。

①中小企業大学校

・実践的な研修プログラムを通じて、中小企業の人材育成を支援。

②セミナー・アドバイスなどの情報提供サポート

・セミナー、専門家派遣、個別相談など積極的な情報提供・アドバイスで経

営を支援。

③高度化事業

・工場や店舗の企業連携、商店街などの施設活性化を支援する都道府県をバ

ックアップ。

④中心市街地・地域産業の活性化支援

・中心市街地・地域産業の活性化をソフト面、ハード面で支援。

（３）経営環境変化への対応

○不運にも厳しい経済情勢に見舞われた事業者の再起支援や万一の事態に備

えたセーフティネットの提供等を通じた事業環境の整備。

①中小企業再生ファンド

・再生ファンドへの出資を通じた資金調達の円滑化による企業再生支援。

②小規模企業共済事業

・生活の安定や事業の再建を図るための資金を準備する共済制度の運営。

③中小企業倒産防止共済事業

・取引先事業者の倒産による連鎖倒産を防止するための共済制度の運営。

（４）産業用地の提供

○コスト競争力、研究開発力、販売・営業力強化のための新規立地・増設を

進める事業者に対するサポート。

○産業用地の管理・譲渡（平成２５年度までの経過業務）

・全国各地で工業用地や事務所、研究所等のオフィスの受け皿となる産業業

務施設用地の管理・譲渡を行い、競争力強化を目指す事業者をハード面か

ら支援。



特殊法人等改革推進本部参与会議ヒアリング提出資料

（補足説明資料）

補足説明資料１（平成１８年度中小企業基盤整備機構の予算要求等について ・Ｐ１）

補足説明資料２－１（中期計画に基づく業務運営の効率化に向けた主な取組
状況（平成１６年度 ・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３））

補足説明資料２－２（平成１８年度交付金予算要求に係る削減状況 ・・・・・Ｐ４）

補足説明資料３（戦略基盤技術高度化支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・Ｐ５）
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補足説明資料１

平成１８年度中小企業基盤整備機構の予算要求等について

平 成 １ ７ 年 １ １ 月

中 小 企 業 庁

１．中期目標の基本的考え方

独立行政法人中小企業基盤整備機構の中期目標（平成１６年７月の設立から平

成２１年３月まで）においては、国民（中小企業）に提供するサービスの向上を図る

一方で、次のようにその業務運営の効率化を図っていくことを基本としている。

（１）政策目標に対応した機動的な組織運営

組織の大括り化や柔軟な組織運営などにより業務を効率化。

（２）人的資源の有効活用

内部人材の育成と専門性の高い外務人材の積極的活用。

（３）事業の企画立案プロセスの構築と事後評価の徹底

事後評価により成果が十分に得られていない事業を廃止・縮小し、新たなニー

ズの高い事業や効果の見込まれる事業に重点化。

（４）業務全般の効率化

① 管理部門の一般管理費（退職手当を除く。）をこの目標期間において３０

％削減することを目標。

② 事業部門の運営費交付金による事業については、５％（各年度の新規事

業については翌年度から毎年１％）程度の経費削減を行うことを目標。

２．平成１８年度予算要求における具体的対応

（１）中期目標に沿った管理部門経費・既存事業費の削減 【補足説明資料２】

① 管理部門の人件費（退職手当を除く。）及び管理諸費に係る交付金につ

いては、前年度に比べ▲３％の削減。

② 事業部門については、人件費及び管理諸費に係る交付金を▲１％削減

するとともに、既存事業の事業費についても、必要性の低下している情報提

供事業や既に民間でも取り組みが始められている見本市などの事業の縮

小等により、運営費交付金を前年度に比べ約３３億円（▲２４．５％）削減。

（２）支援の重点化等に関する新規・拡充要求 【補足説明資料３】

① 国際競争力を有する我が国製造業の強みの源泉は、優れた基盤技術をも

ってこれを支える中小企業群の存在にあることを再認識。我が国製造業の国

際競争力の強化や新たな先端産業の創出のためには、中小企業の技術力



強化に対する支援を強化することが不可欠。このため、「新産業創造戦略２０

０５」を踏まえ、鋳造、鍛造、メッキ等の基盤技術を有する中小企業が行う高

度な技術開発への支援措置を新たに実施。

【交付金のうち「戦略的基盤技術高度化支援事業 ４０億円（新規）】

【補足説明資料４】

② 地域の経済の活性化、雇用創出のためには、内発型のベンチャー起業育

成が不可欠。大学に蓄積された知的な資源を有効に活用し、続々とベンチャ

ー企業が輩出されるような事業環境を整備するため、大学等と連携した起業

インキュベーション施設の整備に対し補助。連携する大学等のシーズを最大

限活用するために必要な仕様について精査した結果、高機能な施設を整備

するため増額。

【施設整備費補助金 １５億円（対前年度１億円増額）】

（３）特殊要因として平成１８年度限りの新規要求 【補足説明資料５】

中小機構が行う産炭地域経過事業は、昭和３０年代以降の石炭鉱業の合理

化に伴う産炭地域の疲弊に対処するため平成１３年度まで実施されてきた産炭

地域振興対策について、その完了後の経過業務（産炭地域に造成された工業

団地の管理・分譲、設置された工業用水道の運営、産炭地域進出企業への既

融資債権の管理など）を平成２５年度までの期限で行っているもの。独法設立

時の承継に際して行われた資産評価による評価減に伴う欠損金の発生、工業

用水道の修繕や債権の保全・回収に係る費用等に対応するため、石特会計法

附則第２６項の規定により、石炭勘定の最後の年である平成１８年度に限り、中

小機構に対して補助金を歳出することとされている。

【産炭地域経過事業費補助金 ２８０億円（新規）】



３．管理部門の経費
（一般管理費）

中期計画では中小機構発足後、５年間で
▲３０％の削減。

平成１６年度一般管理費実績値（２１．１億円）※１
削減率：▲１８．２％（２１．１億円／２５．８億円）※２

※１　管理部門に要した７－３月分の経費を通年換算
※２　平成１５年度一般管理費基準値（２５．８億円）

補足説明資料２－１

１．組織

９支部を設置し、中小機構職員の５割以
上を支部に配置。

平成１７年４月１日現在で本部４２３人、支部４３０人（５０．
４％）の配置。

４．事業部門の経費
（交付金による人件費及
び管理諸費並びに事業
費）

中期計画では中小機構発足後、交付金で
行う事業について５年間で▲５％（年１％
程度）の削減。

平成１６年度補助金・運営費交付金（１９１．７億円）　＊1
削減率：▲１．１％（１９１．７億円／１９３．９億円）　＊2

＊1　平成１６年度補助金・交付金の新規分を除いたもの
＊2　平成１５年度の対応補助金（１９３．９億円）

中期計画に基づく業務運営の効率化に向けた主な取組状況（平成１６年度）

事項 中期計画の内容 平成１６年度の取組状況

２．職員数

中小機構発足時８８４人を平成２０年度末
に７８５人に削減。

平成１７年４月１日現在で８５３名まで削減。



平成１８年度交付金予算要求に係る削減状況

Ⅰ．管理部門 単位：百万円

人件費 455 441 ▲ 14 -3.0%

管理諸費等 122 118 ▲ 4 -3.0%

計 577 559 ▲ 18 -3.0%

※ただし、退職手当は除く

Ⅱ．事業部門

　（１）人件費等 単位：百万円

人件費 4,499 4,454 ▲ 45 -1.0%

管理諸費 3,463 3,428 ▲ 35 -1.0%

計 7,962 7,882 ▲ 80 -1.0%

単位：百万円

事業費 13,425 10,141 ▲ 3,284 -24.5%

※平成１８年度は新規事業を除く。

うち廃止及び縮小事業

【廃止事業】 単位：百万円

190 0 ▲ 190 -100.0%

2,852 0 ▲ 2,852 -100.0%

8 0 ▲ 8 -100.0%

単位：百万円

357 341 ▲ 16 -4.5%

1,566 1,425 ▲ 141 -9.0%

585 483 ▲ 102 -17.4%

290 230 ▲ 60 -20.7%

132 119 ▲ 13 -9.8%

3,718 3,618 ▲ 100 -2.7%

1,800 1,750 ▲ 50 -2.8%

平成１７年度
予算額

平成１８年度
要求額

差　　額

　（２）事業費

平成１７年度
予算額

平成１８年度
要求額

差　　額

事業名

平成１７年度
予算額

平成１８年度
要求額

差　　額

中小企業環境・安全等対応情報提供事業

支援センター等交流ネットワーク事業

中小企業・ベンチャー総合支援センター事業

差　　額

戦略的基盤技術力強化事業

中小企業施策情報提供事業

【縮小事業】

倒産防止共済業務運営経費

事業名
平成１７年度

予算額
平成１８年度

要求額

新市場創出支援活動事業

創業・ベンチャー支援事業

繊維中小事業者振興事業

小規模企業共済業務運営経費

平成１７年度
予算額

平成１８年度
要求額

差　　額

補足説明資料２-２



燃料電池燃料電池燃料電池 ロボットロボットロボット 情報家電情報家電情報家電 自動車自動車自動車

医療医療医療福祉福祉福祉 環境環境環境

３～５年後のマーケットニーズ３～５年後のマーケットニーズ
の提示の提示

鋳造技術鋳造技術鋳造技術 鍛造技術鍛造技術鍛造技術 ﾌﾟﾚｽ加工技術ﾌﾟﾚｽ加工技術ﾌﾟﾚｽ加工技術 熱処理技術熱処理技術熱処理技術

めっき技術めっき技術めっき技術 切削技術切削技術切削技術 ﾚｰｻﾞｰ加工技術ﾚｰｻﾞｰ加工技術ﾚｰｻﾞｰ加工技術

技術の高度化技術の高度化

・・・技術・・・技術・・・技術

川上・川下川上・川下
の摺り合わせの摺り合わせ

研究開発研究開発
（中小機構が研究委託）（中小機構が研究委託）

我が国重要産業我が国重要産業
の競争力強化の競争力強化

重要産業重要産業

技術の高度化の例
・微細化、精密化
・小型化・軽量化
・複雑形状化、ﾈｯﾄｼｪｲﾌﾟ化
・耐久性、耐熱性向上
・新素材、難加工材対応 等

3~5年後のマーケットニーズの例
・ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ軸受の超微細化
・半導体製造装置部品の軽量化
・ﾛﾎﾞｯﾄ用精密歯車
・燃料電池用新触媒
・自動車用部品の軽量化、高耐久化 等

マッチングマッチング

戦略的基盤技術高度化支援事業 補足補足説明資料３説明資料３

燃料電池、ロボット、情報家電、自動車等、我が国経済を牽引していく重要産業分野の競争力強化に必要な基盤技術（鋳造、
鍛造、プレス加工、熱処理、めっき 等）の高度化に向けた研究開発を戦略的・重点的に支援する。



大学連携型起業家育成施設整備事業の仕組み

補足説明資料４

中小機構 施設整備・運営（事業責任）

入居者へのハンズオン支援

機構インキュベータ

ＩＭ
補助員

プラットフォームによる総合支援

入居者への賃料補助、支援人材の派遣等
の支援地方公共団体

次世代を
担う企業群

大学

産学連携支援

大学と連携し、起
業を目指す者

（大学発ベン
チャー・新事業を
目指す中小企業・
大企業の分社
等）

連携協定の締結

覚
書
の
締
結

知事
市長
から
事業
要請

入居期間は原則５年以内

入居

卒業

入
居

者
支

援

共同研究等

入
居
者
支
援

入
居
者
支
援



産炭地域経過事業の概要 補足説明資料５

１．業務の経緯

(1)  旧地域公団産炭地域振興事業は、昭和３７年度から旧産炭地域※の振興を図るため、以下の事業を実施。

①土地等造成事業（工業団地の造成・分譲）

②工業用水道事業（工業団地等への工業用水の供給）

③融資等事業（産炭地域へ進出する企業に対し融資等を実施）

(2) 石炭政策の完了に伴う公団法の改正により、上記(1)の業務は平成１３年度末をもって管理・譲渡業務へ

移行。

(3) 平成１４年１２月中小機構法が成立し、本業務については独法化後、１０年間（H26.3末）の期限をもって

事業を実施することとなった。

※産炭地域とは、「石炭鉱業の不況による疲弊の著しい石炭産出地域及びこれに隣接する地域」をいう。

２．業務の概要

①土地等管理・譲渡事業

２０団地の未分譲地（約４５８ｈａ）の管理及び譲渡を実施。

（造成総数１４０団地（分譲用地面積：約３，４８０ｈａ）のうち、１２０団地（約３，０２２ｈａ）については譲渡済。）

②工業用水道事業（田川工業用水道事業）

福岡県田川地域において、主に白鳥工業団地に立地する企業に対し工業用水の供給を実施。

③融資等事業

既融資分に係る融資債権の管理業務を実施。（７７件、１０５億円）（※平成17年３月末現在）

（融資総数：３，７９７件、融資実績額：約３，７４８億円）



【 ラスパイレス指数（対国・地域別・学歴別）】 単位:千円

地域 学歴

平均年間給与額(A) 人員(B) 平均年間給与額(C) C/A

１（12％) 大学卒 7,760 299 8,602 110.9

短大卒 7,346 37 8,730 118.8

高校卒 7,568 33 9,113 120.4

２（10％） 大学卒 6,911 49 8,985 130.0

短大卒 7,355 3 9,464 128.7

高校卒 7,151 4 8,415 117.7

３（６％) 大学卒 7,066 19 9,230 130.6

短大卒 6,482 4 7,553 116.5

高校卒 7,747 4 9,623 124.2

４（３％） 大学卒 7,107 53 9,640 135.6

短大卒 6,864 9 8,560 124.7

高校卒 6,015 8 8,038 133.6

８（非支給） 大学卒 6,636 136 9,037 136.2

短大卒 6,523 17 7,576 116.1

高校卒 7,143 15 9,057 126.8

合計 7,289 (690) 8,824 121.1

（参考）

１（１２％）の対象地域：東京都特別区

２（１０％）の対象地域：横浜市、名古屋市、大阪市等

３（６％）の対象地域：千葉市、さいたま市、福岡市等

４（３％）の対象地域：札幌市、仙台市、広島市等

８（０％）の対象地域：その他

補足説明資料６

　中小機構の地域別・学歴別ラスパイレス指数を見ると、東京都特別区在勤の大卒者の指数は１１
０．９になっている。

独立行政法人国

中小企業基盤整備機構のラスパイレス指数（対国・地域別・学歴別）
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